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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】
 

回次
第82期
第２四半期
連結累計期間

第83期
第２四半期
連結累計期間

第82期

会計期間
自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日

自　平成26年４月１日
至　平成27年３月31日

売上高 （百万円） 16,961 14,440 34,045

経常利益又は

経常損失（△）
（百万円） 481 △460 963

親会社株主に帰属する四半

期（当期）純利益又は親会

社株主に帰属する四半期純

損失（△）

（百万円） 297 △676 559

四半期包括利益又は

包括利益
（百万円） 199 △520 1,923

純資産額 （百万円） 27,637 28,627 29,334

総資産額 （百万円） 63,292 57,512 60,524

１株当たり四半期

（当期）純利益金額又は１

株当たり四半期純損失金額

（△）

（円） 5.16 △11.75 9.71

潜在株式調整後１株当たり

四半期（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 42.1 47.6 46.5

営業活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,091 △795 1,794

投資活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） △517 △656 2,129

財務活動による

キャッシュ・フロー
（百万円） 1,594 393 △3,497

現金及び現金同等物の

四半期末（期末）残高
（百万円） 7,862 5,385 6,405

 

回次
第82期
第２四半期
連結会計期間

第83期
第２四半期
連結会計期間

会計期間
自　平成26年７月１日
至　平成26年９月30日

自　平成27年７月１日
至　平成27年９月30日

１株当たり四半期純利益金額

又は１株当たり四半期純損失

金額(△)

（円） 2.65 △10.32

（注）１　当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。

２　売上高には、消費税等は含まれておりません。

３　第82期第２四半期連結累計期間及び第82期の潜在株式調整後１株当たり四半期(当期)純利益金額について

は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

４　第83期第２四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式は存在

するものの１株当たり四半期純損失金額であるため記載しておりません。

５　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日）等を適用し、第１四半期連結累

計期間より、「四半期（当期）純利益又は四半期純損失」を「親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益

又は親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。
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２【事業の内容】

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要

な変更はありません。

　また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第２四半期連結累計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記

載した事業等のリスクについての重要な変更はありません。

 

２【経営上の重要な契約等】

　当第２四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

 

３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当四半期連結会計期間の末日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が

判断したものであります。なお、第１四半期連結累計期間より、「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第

21号　平成25年９月13日）等を適用し、「四半期純利益」を「親会社株主に帰属する四半期純利益」と、「四半期

純損失」を「親会社株主に帰属する四半期純損失」としております。

 

(1）業績の状況

　当第２四半期連結累計期間におけるわが国経済は、政府の経済政策や日銀の金融政策維持を背景に、企業収益

が改善し設備投資が上向くなど、緩やかな回復基調が続いております。一方、国際金融市場の不安定化、中国経

済の減速など、景気の先行きは依然として不透明な状況となっております。。

　こうした状況のもと、当社グループにおきましては、前連結会計年度第４四半期においてリチウムイオン電池

正極材料事業子会社の持分の一部を譲渡した影響を受けて、売上高は14,440百万円（前年同四半期比14.9％減）

となり、営業利益は576百万円（前年同四半期比10.0％減）となりました。一方、基幹事業である各種着色材料や

磁石材料等の売上は海外市場を中心として堅調に伸長しております。また、当社が最優先の経営指標に掲げてお

ります営業利益率は前連結会計年度から推進してきた原価低減・経費削減等により4.0％（前年同四半期比0.2ポ

イント増）と改善しております。

　なお、為替差損277百万円、持分法による投資損失671百万円等があり、経常損失は460百万円（前年同四半期は

経常利益481百万円）、親会社株主に帰属する四半期純損失は676百万円（前年同四半期は親会社株主に帰属する

四半期純利益297百万円）となりました。持分法適用会社につきましては、全社戦略に基づく最適化の観点から、

収益改善及び撤退等含めた対応策を引き続き積極的に実施してまいります。

 

セグメントの業績は、次のとおりであります。

（機能性顔料）

　海外市場を中心に各種着色材料等の売上が増加し、売上高は前年同期比2.8％増の8,346百万円となりました。

なお、売上商品構成の変化等があり、セグメント利益は前年同期比5.7％減の1,380百万円となりました。

（電子素材）

　磁石材料等の売上が増加したものの、前連結会計年度第４四半期においてリチウムイオン電池正極材料事業子

会社の持分の一部を譲渡した影響を受けて、売上高は前年同期比31.1％減の6,102百万円、セグメント利益は前年

同期比12.1％減の263百万円となりました。一方、前連結会計年度から推進してきた原価低減・経費削減等により

利益率は4.3％（前年同期比0.9ポイント増）と改善しております。

 

(2）財政状態の分析

（資産）

　当第２四半期連結会計期間末における資産は57,512百万円となり、前連結会計年度末に比べ3,012百万円減少い

たしました。これは主に、現金及び預金が1,021百万円、受取手形及び売掛金が955百万円、有形固定資産が356百

万円、投資有価証券が613百万円減少したこと等によります。

（負債）

　当第２四半期連結会計期間末における負債は28,884百万円となり、前連結会計年度末に比べ2,305百万円減少い

たしました。これは主に、支払手形及び買掛金が505百万円、未払法人税等が426百万円、退職給付に係る負債が

276百万円、引当金が199百万円減少したこと等によります。

 

EDINET提出書類

戸田工業株式会社(E00842)

四半期報告書

 4/24



（純資産）

　当第２四半期連結会計期間末における純資産は28,627百万円となり、前連結会計年度末に比べ706百万円減少い

たしました。これは主に、為替換算調整勘定が103百万円増加したものの、利益剰余金が849百万円減少したこと

等によります。

 

(3）キャッシュ・フローの状況

　当第２四半期連結累計期間における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、5,385百万円となり、前連

結会計年度末より1,019百万円減少いたしました。

　当第２四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況は、次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは△795百万円（前年同四半期は1,091百万円）となりました。これは主

に、特別退職金の支払額573百万円及び仕入債務の減少531百万円等によります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは△656百万円（前年同四半期は△517百万円）となりました。これは主

に、貸付けによる支出889百万円等によります。

（財務活動によるキャシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは393百万円（前年同四半期は1,594百万円）となりました。これは主に、

借入金の増加739百万円等によります。

 

(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第２四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

(5）研究開発活動

　当第２四半期連結累計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、240百万円であります。

　なお、当第２四半期連結累計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

(1)【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 193,000,000

計 193,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第２四半期会計期間末
現在発行数（株）

（平成27年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成27年11月13日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式    60,991,922   60,991,922
東京証券取引所

（市場第一部）

完全議決権株式であ
り、権利内容に何ら
限定のない当社にお
ける標準となる株式
単元株式数 1,000株

計   60,991,922   60,991,922 ― ―

 

(2)【新株予約権等の状況】
 

平成27年６月26日開催の当社取締役会の決議に基づき、平成27年７月13日付で、当社取締役（社外取締役を除

く。）に対して株式報酬型ストック・オプションとして発行した新株予約権は次のとおりであります。

決議年月日 平成27年６月26日

新株予約権の数（個） 454（注）１

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） ―

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式

新株予約権の目的となる株式の数（株） 45,400（注）１

新株予約権の行使時の払込金額（円） １株当たり　１

新株予約権の行使期間
自 平成27年７月14日

至 平成57年７月13日

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の

発行価格及び資本組入額（円）

発行価格　　    331

資本組入額　 （注）２

新株予約権の行使の条件 （注）３

新株予約権の譲渡に関する事項
新株予約権を譲渡により取得する場合は、当社取締役会

の承認を要する。

代用払込みに関する事項 ―

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 （注）４

（注）１　新株予約権の目的である株式の数は、１個当たり100株とする。

ただし、新株予約権の割当日以降、当社が普通株式につき、株式分割（当社普通株式の無償割当を含む）又

は株式併合を行う場合には、新株予約権のうち、当該株式分割又は株式併合の時点で行使されていない新株

予約権について、付与株式数を次の計算により調整する。

　調整後付与株式数　＝　調整前付与株式数　×　分割又は併合の比率

また、上記の他、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない事由が生じたときは、当社は、当社の取締役

会において必要と認められる付与株式数の調整を行うことができる。

なお、上記の調整の結果生じる１株未満の端数は、これを切り捨てる。

２　新株予約権の行使により株式を発行する場合の資本組入額

（１）　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金の額は、会社計算規則第17条第１

項に従い算出される資本金等増加限度額の２分の１の金額とし、計算の結果１円未満の端数が生じる場

合は、これを切り上げるものとする。

（２）　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本準備金の額は、上記（１）記載の資

本金等増加限度額から上記（１）に定める増加する資本金の額を減じた額とする。

３　新株予約権の行使の条件
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（１）　新株予約権者は、当社の取締役の地位を喪失した日の翌日から10日（10日目が休日に当たる場合には翌

営業日）を経過する日までの間に限り、新株予約権を一括してのみ行使できるものとする。

（２）　新株予約権者が死亡した場合、その者の相続人は、新株予約権を一括してのみ行使することができる。

（３）　その他の条件については、当社と新株予約権者との間で締結する新株予約権割当契約に定めるところに

よる。

４　組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項

当社が合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割もしくは新設分割（それぞれ当社が分割

会社となる場合に限る。）、株式交換もしくは株式移転（それぞれ当社が完全子会社となる場合に限る。）

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生日（吸

収合併につき吸収合併がその効力を生ずる日、新設合併につき新設合併設立会社成立の日、吸収分割につき

吸収分割がその効力を生ずる日、新設分割につき新設分割設立会社成立の日、株式交換につき株式交換がそ

の効力を生ずる日、及び株式移転につき株式移転設立完全親会社の成立の日をいう。以下同じ。）の直前に

おいて残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）を保有する新株予約権者に対し、それぞ

れの場合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下「再編対象会社」と

いう。）の新株予約権をそれぞれ交付することとする。ただし、以下の各号に沿って再編対象会社の新株予

約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式交換契約又は株式

移転計画において定めた場合に限る。

（１）　交付する再編対象会社の新株予約権の数

新株予約権者が保有する残存新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

（２）　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類

再編対象会社の普通株式とする。

（３）　新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数

組織再編行為の条件等を勘案のうえ、上記(注１)に準じて決定する。

（４）　新株予約権の行使に際して出資される財産の価額

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、以下に定める再編後行使価額に上記

（３）に従って決定される当該各新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数を乗じて得られる金

額とする。再編後行使価額は、交付される各新株予約権を行使することにより交付を受けることができ

る再編対象会社の株式１株当たり１円とする。

（５）　新株予約権を行使することができる期間

上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使することができる期間の初日と組織再編行為

の効力発生日のいずれか遅い日から、上記「新株予約権の行使期間」に定める新株予約権を行使するこ

とができる期間の満了日までとする。

（６）　新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項

上記(注２)に準じて決定する。

（７）　譲渡による新株予約権の取得の制限

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。

（８）　新株予約権の行使条件

上記(注３)に準じて決定する。

（９）　新株予約権の取得条項

①　新株予約権者が権利行使をする前に、上記(注３)の定め又は新株予約権割当契約の定めにより新株予約

権を行使できなくなった場合、当社は当社の取締役会が別途定める日をもって当該新株予約権を無償で

取得することができる。

②　当社は、以下イ、ロ、ハ、ニ又はホの議案につき当社の株主総会で承認された場合（株主総会決議が不

要の場合は当社の取締役会で承認された場合）は、当社の取締役会が別途定める日に、新株予約権を無

償で取得することができる。

イ　当社が消滅会社となる合併契約承認の議案

ロ　当社が分割会社となる分割契約又は分割計画承認の議案

ハ　当社が完全子会社となる株式交換契約又は株式移転計画承認の議案

ニ　当社の発行する全部の株式の内容として譲渡による当該株式の取得について当社の承認を要すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

ホ　新株予約権の目的である種類の株式の内容として譲渡による当該種類の株式の取得について当社の承

認を要すること又は当該種類の株式について当社が株主総会の決議によってその全部を取得すること

についての定めを設ける定款の変更承認の議案

 

(3)【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。
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(4)【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

(5)【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（千株）

発行済株式
総数残高
（千株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

平成27年７月１日～　　

平成27年９月30日
─ 60,991 ─ 7,477 ― 8,734
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(6)【大株主の状況】

  平成27年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

伊藤忠商事株式会社 東京都港区北青山二丁目５番１号 12,600 20.66

日本トラスティ・サービス信託銀行

株式会社
東京都中央区晴海一丁目８番11号 4,745 7.78

株式会社広島銀行 広島市中区紙屋町一丁目３番８号 2,174 3.56

堤　浩二 埼玉県秩父市 1,495 2.45

株式会社中国銀行 岡山市北区丸の内一丁目15番20号 1,200 1.97

高橋　由紀子 東京都世田谷区 1,029 1.69

明治安田生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内二丁目１番１号 844 1.38

日本マスタートラスト信託銀行株式

会社
東京都港区浜松町二丁目11番３号 639 1.04

日本生命保険相互会社 東京都千代田区丸の内一丁目６番６号 576 0.95

株式会社みずほ銀行 東京都千代田区大手町一丁目５番５号 547 0.90

計 ― 25,851 42.39

（注）１　上記の所有株式数のうち、信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社　4,745千株

日本マスタートラスト信託銀行株式会社　639千株

２　上記のほか当社所有の自己株式3,403千株（5.58％）があります。
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(7)【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成27年９月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式　　3,402,000
―

権利内容に何ら限定のない当
社における標準となる株式

完全議決権株式（その他） 普通株式　 57,159,000 57,159 同上

単元未満株式 普通株式　　　430,922 ― ―

発行済株式総数 60,991,922 ― ―

総株主の議決権 ― 57,159 ―

（注）１「完全議決権株式（その他）」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株（議決権２個）含

まれております。

２「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式614株が含まれております。

 

②【自己株式等】

平成27年９月30日現在
 

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

（自己保有株式）
戸田工業株式会社

広島市南区京橋町１番23号

三井生命広島駅前ビル
3,402,000 ― 3,402,000 5.58

計 ― 3,402,000 ― 3,402,000 5.58

（注）　株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株（議決権１個）ありま

す。なお、当該株式数は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式（その他）」の欄に含めております。

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１　四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号）に基づいて作成しております。

 

２　監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第２四半期連結会計期間（平成27年７月１日から平

成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１日から平成27年９月30日まで）の四半期連結財

務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けております。
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１【四半期連結財務諸表】

(1)【四半期連結貸借対照表】

  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,842 5,820

受取手形及び売掛金 8,865 7,909

有価証券 262 －

商品及び製品 2,171 2,046

仕掛品 1,554 1,490

原材料及び貯蔵品 1,255 1,360

短期貸付金 5,373 5,786

その他 803 1,304

貸倒引当金 △996 △1,123

流動資産合計 26,131 24,595

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 5,081 4,951

機械装置及び運搬具（純額） 5,318 4,930

土地 6,317 6,317

建設仮勘定 544 719

その他（純額） 295 282

有形固定資産合計 17,557 17,201

無形固定資産   

のれん 109 81

その他 654 695

無形固定資産合計 764 776

投資その他の資産   

投資有価証券 7,782 7,168

その他 8,642 7,773

貸倒引当金 △353 △3

投資その他の資産合計 16,070 14,938

固定資産合計 34,392 32,916

資産合計 60,524 57,512
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  （単位：百万円）

 
前連結会計年度
(平成27年３月31日)

当第２四半期連結会計期間
(平成27年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 3,308 2,803

短期借入金 11,830 14,511

1年内返済予定の長期借入金 3,787 3,514

未払法人税等 506 79

引当金 288 198

その他 2,918 1,200

流動負債合計 22,639 22,307

固定負債   

長期借入金 6,117 4,488

引当金 126 16

退職給付に係る負債 1,992 1,715

その他 314 356

固定負債合計 8,549 6,577

負債合計 31,189 28,884

純資産の部   

株主資本   

資本金 7,477 7,477

資本剰余金 17,468 17,468

利益剰余金 2,839 1,990

自己株式 △1,538 △1,540

株主資本合計 26,247 25,395

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 593 511

為替換算調整勘定 1,508 1,611

退職給付に係る調整累計額 △189 △161

その他の包括利益累計額合計 1,912 1,961

新株予約権 － 3

非支配株主持分 1,174 1,266

純資産合計 29,334 28,627

負債純資産合計 60,524 57,512
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(2)【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】

【四半期連結損益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

売上高 16,961 14,440

売上原価 13,990 11,665

売上総利益 2,971 2,774

販売費及び一般管理費   

従業員給料 433 444

研究開発費 342 240

その他 1,555 1,512

販売費及び一般管理費合計 2,331 2,198

営業利益 640 576

営業外収益   

受取利息 60 103

受取配当金 15 15

為替差益 378 －

その他 127 86

営業外収益合計 580 205

営業外費用   

支払利息 155 153

持分法による投資損失 193 671

為替差損 － 277

貸倒引当金繰入額 327 107

その他 62 32

営業外費用合計 739 1,242

経常利益又は経常損失（△） 481 △460

特別利益   

持分変動利益 87 －

固定資産処分益 － 1

国庫補助金 235 －

特別利益合計 323 1

特別損失   

固定資産処分損 46 3

固定資産圧縮損 198 －

特別損失合計 245 3

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期

純損失（△）
559 △462

法人税、住民税及び事業税 129 141

法人税等調整額 85 △18

法人税等合計 215 123

四半期純利益又は四半期純損失（△） 344 △585

非支配株主に帰属する四半期純利益 47 90

親会社株主に帰属する四半期純利益又は親会社株主

に帰属する四半期純損失（△）
297 △676
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【四半期連結包括利益計算書】

【第２四半期連結累計期間】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

四半期純利益又は四半期純損失（△） 344 △585

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 198 △82

為替換算調整勘定 △184 67

退職給付に係る調整額 9 9

持分法適用会社に対する持分相当額 △168 71

その他の包括利益合計 △144 65

四半期包括利益 199 △520

（内訳）   

親会社株主に係る四半期包括利益 177 △628

非支配株主に係る四半期包括利益 22 107
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(3)【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：百万円）

 
前第２四半期連結累計期間
(自　平成26年４月１日
　至　平成26年９月30日)

当第２四半期連結累計期間
(自　平成27年４月１日
　至　平成27年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半

期純損失（△）
559 △462

減価償却費 1,428 899

のれん償却額 54 29

各種引当金の増減額（△は減少） 232 15

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 14 △275

受取利息及び受取配当金 △75 △119

支払利息 155 153

為替差損益（△は益） △120 295

持分法による投資損益（△は益） 193 671

持分変動損益（△は益） △87 －

固定資産処分損益（△は益） 46 3

固定資産圧縮損 198 －

売上債権の増減額（△は増加） △722 861

たな卸資産の増減額（△は増加） △672 106

仕入債務の増減額（△は減少） 117 △531

補助金収入 △235 －

その他 72 △1,390

小計 1,160 257

役員退職慰労金の支払額 － △63

特別退職金の支払額 － △573

法人税等の支払額 △69 △415

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,091 △795

投資活動によるキャッシュ・フロー   

利息及び配当金の受取額 198 594

有価証券の償還による収入 242 258

投資有価証券の取得による支出 △1 △1

関係会社株式の取得による支出 △231 △59

有形固定資産の取得による支出 △592 △534

有形固定資産の売却による収入 － 3

無形固定資産の取得による支出 △0 △65

貸付けによる支出 △605 △889

貸付金の回収による収入 2 2

補助金の受取額 235 －

その他 233 34

投資活動によるキャッシュ・フロー △517 △656

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） 771 2,641

長期借入れによる収入 3,080 9

長期借入金の返済による支出 △2,077 △1,911

利息の支払額 △157 △156

配当金の支払額 － △172

自己株式の取得による支出 △0 △1

非支配株主への配当金の支払額 △20 △14

財務活動によるキャッシュ・フロー 1,594 393

現金及び現金同等物に係る換算差額 △93 40

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,074 △1,019

現金及び現金同等物の期首残高 5,787 6,405

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※ 7,862 ※ 5,385
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【注記事項】

（会計方針の変更）

（企業結合に関する会計基準等の適用）

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成25年９月13日。以下「企業結合会計基準」とい

う。）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号　平成25年９月13日。以下「連結会計基準」と

いう。）及び「事業分離等に関する会計基準」（企業会計基準第７号　平成25年９月13日。以下「事業分離等会計

基準」という。）等を第１四半期連結会計期間から適用し、支配が継続している場合の子会社に対する当社の持分

変動による差額を資本剰余金として計上するとともに、取得関連費用を発生した連結会計年度の費用として計上す

る方法に変更しております。また、第１四半期連結会計期間の期首以後実施される企業結合については、暫定的な

会計処理の確定による取得原価の配分額の見直しを企業結合日の属する四半期連結会計期間の四半期連結財務諸表

に反映させる方法に変更しております。加えて、四半期純利益等の表示の変更及び少数株主持分から非支配株主持

分への表示の変更を行っております。当該表示の変更を反映させるため、前第２四半期連結累計期間及び前連結会

計年度については、四半期連結財務諸表及び連結財務諸表の組替えを行っております。

　企業結合会計基準等の適用については、企業結合会計基準第58－２項(4)、連結会計基準第44－５項(4)及び事業

分離等会計基準第57－４項(4)に定める経過的な取扱いに従っており、第１四半期連結会計期間の期首時点から将

来にわたって適用しております。

　これによる損益に与える影響はありません。

 

（追加情報）

（役員退職慰労引当金）

　平成27年６月26日開催の定時株主総会において、当社の役員退職慰労金制度廃止に伴う打切り支給が決議されま

した。これに伴い役員退職慰労引当金残高110百万円のうち、当第２四半期連結会計期間末における残高54百万円

を固定負債の「その他」に計上しております。
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（四半期連結貸借対照表関係）

偶発債務

前連結会計年度（平成27年３月31日）

重要な訴訟事件

①　連結子会社の富士化水工業㈱は、中国で工事発注元の会社とともに、平成13年12月に海水脱硫装置の特許

侵害に関して起訴されましたが、平成21年12月に中華人民共和国最高人民法院において、富士化水工業㈱及

び工事発注元の会社に対し、両者が共同して50百万中国元の損害賠償責任を負う旨をはじめとする内容の判

決を受けました。当該案件に関する対応については、現在検討中であります。

 

②　当社の関連会社であるTODA ISU CORPORATION(韓国、12月決算)(以下TODA ISU)において、平成23年11月に

早期退職手続を実施したところ、平成24年２月に当該手続に従って辞職した元従業員の一部が、韓国の行政

機関である労働委員会に早期退職手続の無効等の申立てを行いました。

　地方労働委員会では、元従業員らの申立てを棄却する旨の判定がなされましたが、当該判定に対し、元従

業員らが中央労働委員会への再審査の申立てを行い、平成24年12月の中央労働委員会の判定では、早期退職

手続は無効であり、不当解雇に該当するとして、元従業員らの復職及び解雇期間中の賃金相当額の支払いを

命じる判定がなされました。

　TODA ISUは、平成24年12月にソウル行政法院に対し、中央労働委員会の判定の取消しを求め、行政訴訟を

提起しましたが、平成26年２月に請求を棄却する旨の判決がなされました。TODA ISUは、ソウル行政法院の

判決の内容を精査し、不服があったため、同年３月にソウル高等法院に控訴いたしましたが、平成27年４月

17日、控訴を棄却する旨の判決がなされました。

　TODA ISUは、ソウル高等法院の判決を精査し、不服があったため、同年４月に韓国大法院に上告を行い、

現在、係争中であります。また、現時点において、本訴訟が当社の実績に及ぼす影響は不明であります。

 

 

当第２四半期連結会計期間（平成27年９月30日）

重要な訴訟事件

　　連結子会社の富士化水工業㈱は、中国で工事発注元の会社とともに、平成13年12月に海水脱硫装置の特許

侵害に関して起訴されましたが、平成21年12月に中華人民共和国最高人民法院において、富士化水工業㈱及

び工事発注元の会社に対し、両者が共同して50百万中国元の損害賠償責任を負う旨をはじめとする内容の判

決を受けました。当該案件に関する対応については、現在検討中であります。

 

 

（追加情報）

　当社の関連会社であるTODA ISU CORPORATION(韓国、12月決算)(以下TODA ISU)において、平成23年11月に

早期退職手続を実施したところ、平成24年２月に当該手続に従って辞職した元従業員の一部が、韓国の行政

機関である労働委員会に早期退職手続の無効等の申立てを行いました。

　地方労働委員会では元従業員らの申立てを棄却する旨の判定がなされましたが、当該判定に対し元従業員

らが中央労働委員会への再審査の申立てを行い、中央労働委員会では、平成24年12月に早期退職手続は無効

であり不当解雇に該当するとして、元従業員らの復職及び解雇期間中の賃金相当額の支払いを命じる判定が

なされました。

　TODA ISUは平成24年12月にソウル行政法院に対し、中央労働委員会の判定の取消しを求め行政訴訟を提起

しましたが、平成26年２月に請求を棄却する旨の判決がなされました。TODA ISUはソウル行政法院の判決の

内容を精査し、不服があったため、同年３月にソウル高等法院に控訴いたしましたが、平成27年４月17日、

控訴を棄却する旨の判決がなされました。TODA ISUはソウル高等法院の判決を精査し、不服があったため、

同年４月に韓国大法院に上告いたしましたが、同年８月に上告を棄却する旨の判決がなされました。

　その後の交渉により同年９月に暫定の和解が成立し、和解金等の支払額は20.87億ウォンが見込まれてい

るため、当第２四半期連結会計期間において、当社は持分比率50%相当分の10.43億ウォン、日本円で113百

万円を「持分法による投資損失」へ計上しております。
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　保証債務

　連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対し、債務保証を行っております。

前連結会計年度
（平成27年３月31日）

当第２四半期連結会計期間
（平成27年９月30日）

TODA ISU CORPORATION 1,034百万円 TODA ISU CORPORATION 954百万円

㈱セントラル・バッテ

リー・マテリアルズ
566

㈱セントラル・バッテ

リー・マテリアルズ
614

MECHEMA TODA CORPORATION 750 MECHEMA TODA CORPORATION 383

戸田アドバンストマテリア

ルズINC.
120

戸田アドバンストマテリア

ルズINC.
119

計 2,471百万円 計 2,073百万円

 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前第２四半期連結累計期間
（自 平成26年４月１日
 至 平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自 平成27年４月１日
 至 平成27年９月30日）

現金及び預金 8,157百万円 5,820百万円

預入期間３か月超の定期預金 △294 △434

現金及び現金同等物 7,862百万円 5,385百万円

 

（株主資本等関係）

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１　配当金支払額

　　該当事項はありません。

 

２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間末

後となるもの

　　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１　配当金支払額

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年６月26日
定時株主総会

普通株式 172 3.0  平成27年３月31日  平成27年６月29日 利益剰余金

 
２　基準日が当第２四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第２四半期連結会計期間の
末後となるもの

（決 議） 株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額
（円）

基準日 効力発生日 配当の原資

平成27年11月９日
取締役会

普通株式 115 2.0  平成27年９月30日  平成27年12月10日 利益剰余金
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前第２四半期連結累計期間（自　平成26年４月１日　至　平成26年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 機能性顔料 電子素材

売上高      

外部顧客への売上高 8,110 8,850 16,961 － 16,961

セグメント間の内部

売上高又は振替高
7 － 7 △7 －

計 8,118 8,850 16,969 △7 16,961

セグメント利益 1,463 299 1,763 △1,122 640

（注）１ セグメント利益の調整額△1,122百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

1,122百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費で

あります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に関する重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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Ⅱ　当第２四半期連結累計期間（自　平成27年４月１日　至　平成27年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報

    （単位：百万円）

 報告セグメント

合計
調整額
（注）１

四半期連結
損益計算書
計上額
（注）２ 機能性顔料 電子素材

売上高      

外部顧客への売上高 8,337 6,102 14,440 - 14,440

セグメント間の内部

売上高又は振替高
8 - 8 △8 -

計 8,346 6,102 14,449 △8 14,440

セグメント利益 1,380 263 1,643 △1,067 576

（注）１ セグメント利益の調整額△1,067百万円には、各報告セグメントに配分していない全社費用△

1,069百万円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費で

あります。

２ セグメント利益は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。

 

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に関する重要な減損損失）

　該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

　該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

　該当事項はありません。
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（１株当たり情報）

　１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前第２四半期連結累計期間
（自　平成26年４月１日
至　平成26年９月30日）

当第２四半期連結累計期間
（自　平成27年４月１日
至　平成27年９月30日）

１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△）
5円16銭 △11円75銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する四半期純利益金額又は

親会社株主に帰属する四半期純損失金額

（△）（百万円）

297 △676

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する四半期

純利益金額又は親会社株主に帰属する四半期

純損失金額（△）（百万円）

297 △676

普通株式の期中平均株式数（千株） 57,601 57,591

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株

当たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜

在株式で、前連結会計年度末から重要な変動が

あったものの概要

－ －

(注)　　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、前第２四半期連結累計期間においては、潜在株式が

存在しないため、当第２四半期連結累計期間においては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損失金

額であるため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

　　該当事項はありません。

 

 

２【その他】

（１）重要な訴訟事件につきましては、「第４経理の状況　１　四半期連結財務諸表　注記事項（四半期連結貸借対

照表関係　偶発債務「重要な訴訟事件」）」に記載のとおりであります。

 

（２）平成27年11月９日開催の取締役会において、当期中間配当に関し、次のとおり決議いたしました。

①　配当金の総額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　115百万円

②　１株当たりの金額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 ２円00銭

③　支払請求の効力発生日及び支払開始日　　　　　　　　　 平成27年12月10日

（注）　平成27年９月30日現在の株主名簿に記載又は記録された株主に対し、支払いを行います。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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 独立監査人の四半期レビュー報告書 
 

平成27年11月12日

戸田工業株式会社

取締役会　御中

 

有限責任 あずさ監査法人

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 尾　　﨑　　更　　三　　印

 

 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

 公認会計士 髙   山　 裕   三　　印

 

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられてい

る戸田工業株式会社の平成27年４月１日から平成28年３月31日までの連結会計年度の第２四半期連結会

計期間（平成27年７月１日から平成27年９月30日まで）及び第２四半期連結累計期間（平成27年４月１

日から平成27年９月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期

連結損益計算書、四半期連結包括利益計算書、四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について

四半期レビューを行った。
 

四半期連結財務諸表に対する経営者の責任

経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠

して四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚

偽表示のない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整

備及び運用することが含まれる。
 

監査人の責任

当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結

財務諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

　四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我

が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比

べて限定された手続である。

　当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 

監査人の結論

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般

に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、戸田工業株式会社及び連結子会社

の平成27年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する第２四半期連結累計期間の経営成績及

びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認

められなかった。
 

利害関係

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

　以　上
（注）１　上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期

報告書提出会社）が別途保管しております。
２　XBRLデータは四半期レビューの対象には含まれていません。
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